
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 972¶612¶766 972¶612¶766 `

]未収金 149¶861¶005 149¶861¶005 `

^未払金 (275¶236¶744) (275¶236¶744) (`)

(注１) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
(注２) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、] 未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

^ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除却費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期減損損失

建 物 38¶779¶824 19¶237¶957 ` 58¶017¶781 16¶342¶796 3¶203¶274 ` ` 41¶674¶985 注１

構 築 物 15¶850¶537 ` 10¶710¶000 5¶140¶537 5¶030¶564 93¶047 ` ` 109¶973 注３

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車両運搬具 18¶956¶466 2¶432¶850 4¶052¶559 17¶336¶757 13¶728¶555 2¶049¶819 ` ` 3¶608¶202

工具器具備品 4¶524¶921¶483 47¶812¶616 377¶740¶412 4¶194¶993¶687 3¶629¶758¶857 279¶873¶241 8¶891¶984 ` 556¶342¶846 注１、
注３

計 4¶598¶508¶310 69¶483¶423 392¶502¶971 4¶275¶488¶762 3¶664¶860¶772 285¶219¶381 8¶891¶984 ` 601¶736¶006

建 物 1¶425¶266¶502 73¶819¶960 4¶319¶149 1¶494¶767¶313 532¶008¶242 51¶019¶653 ` ` 962¶759¶071 注２

構 築 物 117¶867¶487 19¶871¶396 590¶561 137¶148¶322 101¶491¶831 3¶041¶287 ` ` 35¶656¶491 注２

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）航 空 機 101¶800¶000 ` ` 101¶800¶000 99¶763¶997 ` 2¶036¶003 ` `

工具器具備品 108¶523¶380 11¶134¶031 ` 119¶657¶411 97¶722¶789 9¶005¶400 ` ` 21¶934¶622

計 1¶753¶457¶369 104¶825¶387 4¶909¶710 1¶853¶373¶046 830¶986¶859 63¶066¶340 2¶036¶003 ` 1¶020¶350¶184
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【リース取引関係】
１．ファイナンス・リース取引
有形固定資産
主に研究業務等に使用する電子計算機（工具器具備品）であります。

２．オペレーティング・リース取引
該当事項はありません。

【重要な債務負担行為】
当事業年度までに契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下の通りです。
１．電子航法研究所岩沼分室測定車１台の調達 14¶991¶522円
２．実験用航空機 588¶945¶000円
３．ＧＡＳＴ`Ｄ地上サブシステムの安全性設計
検証のための研究装置 162¶750¶000円

【重要な後発事象】
該当事項はありません。
【その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報】
組織統合について
平成24年１月20日閣議決定された「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」により、
当研究所は、原則として平成26年４月までに国土交通分野の５研究機関（土木研究所、建築研究所、
海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所）について１法人に統合する措置を講
ずることとされております。

【金融商品の時価等に関する事項】
１．金融商品の状況に関する事項
当法人の資金運用については短期的な預金に限定しており、主に運営費交付金により資金を調達
しております。
未収債権等は、会計規程等に沿って適正に管理しております。
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